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1　はじめに（研究の背景）
水素と酸素を電気化学的に反応させ水の生成に伴い生

ずるエネルギーを電気として取り出す燃料電池発電技術
は、物質のもつ化学エネルギーを電気エネルギーに直接変
換する技術であり、熱機関と異なり熱エネルギーを経由し
ないためカルノー効率の制約を受けることなく、高いエネル
ギー変換効率が期待でき実用化を目指して多くの研究が行
われてきた。水素と酸素から水が生成する化学反応を利用
するため、反応温度が高いほど反応が速く進みやすく効率
の向上も可能である。また、燃料電池の生成排出物は水で
あることから、クリーンで高い地域環境適合性があるとい
う特徴をもっている。

燃料電池は、1839 年に英国の Grove 卿が行ったとされ
るガス反応実験で始まったと言われている。図 1 に示すよ

うに、希硫酸水溶液の二つの白金電極へそれぞれ水素ガ
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クリーンで小型でも高効率発電が可能な固体高分子形燃料電池を利用し、電気と熱を供給できるコージェネレーションシステムは、家
庭内での大幅な省エネルギー化が可能で、その市場化が期待されてきた。市場化には燃料電池の40,000時間の耐久性が目標であっ
た。この実現のため燃料電池の耐久性の技術見通しを立て市場化を目指して、燃料電池メーカー、エネルギー供給会社、大学、産総研
がコンソーシアムを形成し、劣化加速手法の確立に取組んだ。産総研は仮説であった劣化機構を実験的に確認することを通して、開発
した劣化加速手法の合理性を示した。これにより、開発された劣化加速手法を実際の燃料電池の耐久試験へ適用して実用的耐久性を
見通すことができ、家庭用燃料電池コージェネレーションの市場化へ繋がった。
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図 1　Grove 卿の希硫酸水溶液でのガス電池実験
上部が水の電気分解。下部が燃料電池。
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スと酸素ガスで満たして直列に接続し、それにより発生し
た電気で電気分解を行う実験と思われる。電気化学プロ
セスを利用した発電手法は、その後の熱機関による発電方
法の大幅な展開に比べて進展はしなかったが、当時の主力
な燃料である石炭を活用した発電手法への技術展開の一
つとして高温型燃料電池の基礎的研究が行われ、20 世紀
はじめに溶融塩や酸化物等を電解質とした燃料電池の研
究が進められた。1921 年には、溶融炭酸塩を電解質とす
る1.5 kWの高温燃料電池が実証されている。

現在の燃料電池の基本構造となる正負極の多孔質構
造の電極を電解質ではさむ構成が、1933 年に電解質と
してアルカリ水溶液、電極としてニッケル焼結体を用いる
Bacon 電池で実証された。燃料（水素ガス）としての気体、
電解質としての液体、電極の固体から構成される三相界面
で効率的な電極反応を進める実用的な燃料電池構成を示
した意義は大きい。実用的燃料電池の基本デザインとなる
Bacon 電池が、米国の宇宙開発で宇宙船用の発電装置と
して特殊用途ではあるが実用化され、その後スペースシャ
トルでの電源としてアルカリ型燃料電池が搭載された。

一方で実際の宇宙船用途で最初に用いられたのは、
1965 年 Gemini 5 号での燃料電池で、それはアルカリ型で
はなくカチオン交換膜を電解質としたタイプで、宇宙船の
推力源で使用される純水素、純酸素を用いる燃料電池で
あった。その後、前記のように宇宙用としてはアルカリ型
が主流となっていく。他方で Du Pont 社が、フッ素化炭
素系のカチオン交換膜のナフィオンを開発したことにより性
能が大きく向上した。1970 年代に次世代発電技術としての
民生用燃料電池システム開発が進められた。民生用途で
は、利便性から酸化剤ガスとして空気を用いることが好ま
しい。しかし、空気には二酸化炭素が含まれるためにアル
カリ水溶液を電解質とする燃料電池では、二酸化炭素が溶
け込み炭酸塩として蓄積されて性能低下を引き起こす課題
があった。さらに、民生用の燃料電池では燃料の水素ガ
スも炭化水素から製造されるので、燃料ガスにも二酸化炭
素が含まれる。そのため、民生用燃料電池開発は、二酸
化炭素を除去する装置を加えるか、酸性電解質とすること
が必要であった。そのため、アルカリ型と酸性のリン酸を
電解質とした燃料電池の開発が並行して進められた。その
後、長期の性能安定性の点からリン酸形燃料電池は民生
用途として開発が進み、現在では 100 kW 程度の分散型
発電システムとして発展して寿命としても 6 万時間程度、シ
ステムコストでも分散発電技術としての競争力のある技術と
して発展している。東日本大震災においても、停電時に代
替の発電システムとして機能した例もあり注 1）、耐久性とコス
トが実用化のために必要な課題とも考えられる。

ナフィオン膜の開発後、1980 年代後半に白金担持カー
ボンと水素イオン交換樹脂の電解質を混合し触媒としての
白金表面を有効に利用して、使用する白金量を数分の 1 に
する技術が開発された。これにより1990 年代に米国、欧
州を始め我が国でも民生用としての固体高分子形燃料電池
（Polmer Electrolyte Fuel Cell: PEFC）の開発が開始さ
れた。分散型コージェネ用途や自動車用途等での開発計
画が進められた。このように燃料電池には、長い開発の歴
史があるが、実用化の例は限られている。実用化を目指し
た製品化のために、基礎研究から、開発、市場化に向け
てそれぞれのフェーズで必要とされる研究の取り組みがあ
る。産総研では、これらを基礎研究から製品化研究まで
を一貫して行う本格研究（Full Research）で取り組んでい
る。燃料電池実用化を例とした本格研究の取り組みを紹介
する。

2　燃料電池の実用化に向けて
燃料電池自体は水素と酸素を電気化学的に反応させて

電気を取り出す発電デバイスであり、エンドユーザーが利用
する製品の構成要素の一つである。そのため、燃料電池
そのものは製品とは言えない。例えば、燃料電池自動車と
いう製品で考えると燃料電池はその自動車を駆動させるエ
ンジンであり、それを買い求めるかどうかは、燃料電池自
動車という製品に対してのエンドユーザーの価値で判断さ
れるであろう。その際に、エンジンとしての燃料電池の特
徴であるクリーンで環境適合性に優れ効率的な発電システ
ムであることが燃料電池自動車のもつ価値を高めることに
はなるかもしれないが、いわゆる自動車としての価値はパ
ワー等の走行性能および燃費等の経済性、価格で総合的
に評価される。これまでの燃料電池技術開発では、実用
化を目指して進めてきた。そこではその性能、コスト、耐久
性について一つずつ取り組んできた。これは燃料電池技術
がこれら 3 つを同時に解決できない技術的萌芽段階であっ
たことに起因する。そのために研究開発段階から抜け出せ
ない実状にあった。これは同時に内燃エンジン、二次電池
等の競合技術に対して、燃料電池技術が常に未来の技術
であったことを示すものでもあった。これは燃料電池技術
だけの問題でなく、多くの次世代技術の基礎研究段階では
実用化に向けた課題の同時達成が困難であるため、どれ
かに絞った課題で開発を進めることとなる。そのため目標
とする課題開発が進むほど、他の技術課題が実用面で乖
離していくという研究開発を進める上で常に研究開発者を
悩ます難しさがある。

燃料電池技術では、これを克服するためには製品の燃
料電池のサイズを小さくし技術課題のハードルを下げつ
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つ、製品としての価値を損なわない方針で進める方法が試
みられた。すべての製品に関してこの方法が有効とは言え
ないが、社会情勢からくる要請、あるいは製品のもつ特徴
等から試行の可能性があった。PEFC を発電デバイスとし
て組み込んだ家庭用コージェネレーションシステムは、70 ℃
程度で動作するPEFC が発電した電気と同時に発生する熱
の冷却に用いられた排熱水を給湯する家庭内でのコージェ
ネレーションが適用可能である。これは家庭内での省エネ
ルギーの推進や CO2 排出量低減をとおした温暖化対策の
役割をもつ製品として市場導入の可能性があると予想され
た。実際に、2003 年にはガスエンジンを用いた家庭用コー
ジェネレーションシステムが市場化され普及に至った先行事
例がある。ガスエンジンの発電効率は 20 ％台で電気に比
べて熱供給が主体となる熱主電従供給となる。家庭でのエ
ネルギー使用形態として、電化機器の比率が高まったこと
や我が国での高温多湿の気候風土を考えると、電気供給
の比率の高い電主熱従供給の要求が高いと考えられる。
そのため、コージェネレーションの発電デバイスには高い
発電効率が求められる。PEFC の発電効率は 30 % 台が
期待できるので家庭用燃料電池コージェネレーションシス
テムの社会的受け入れの可能性が高いと予想される。実際
に、1990 年代以降の継続的な PEFC 研究開発の進展に
伴い、性能面ではおおむね発電効率 30 % 台と、市場化の
条件を満たしつつあったが、製品の耐久性については競合
技術に比べて充分でなく、実用化に対応した耐久性確保の
技術開発が必要であった。

この状況の中で 2004 年当時、2008 年に燃料電池の本
格普及を目指した家庭用燃料電池コージェネレーションを導
入する方針が定められ、2005 年度からモニター導入事業が
進められるのと並行して、市場化のために必要となる耐久
性向上に係る研究開発が求められた。その際、普及当初
の PEFC の耐久性目標は、社会的な受け入れ性、システム
コスト等から 40,000 時間とされた。低炭素エネルギー社会
への移行という社会の変化のもと、これまでの競合技術に
対して、燃料電池が小型化し技術課題のハードルを下げ、
家庭用コージェネレーションとしての開発課題を耐久性に重
点化することで市場化につなげる展開の考え方を図 2 に示
した。

なお、PEFC 技術の製品の展開として考えられる自動車
用途、モバイル電源用途に対しても、その耐久性向上の技
術開発は不可欠である。自動車用途では、使用環境の過
酷さ、電源デバイスとしての急激な出力変動、短時間での
起動等が想定され、その上実用面では稼動時間が停止時
間に比べて短いと予想される。このような稼動条件の違い
は耐久性確保の技術見通しを立てる際に異なった対応には

なるであろうが、PEFC の材料構成に大きな差はないので
家庭用コージェネレーションシステムでの検討で得られる劣
化現象、劣化メカニズムの知見は同じにように適用可能と
考えられる。

3　PEFCの劣化加速手法の目的と必要性	
我が国のPEFC 技術は、1990 年代前半から国のプロジェ

クト、燃料電池システムメーカー等がそれぞれに技術開発
を進めた。そのため、システムメーカーには PEFC 材料、
構成、システムに関する各社固有の技術が蓄積された。
2004 年頃に、前述した省エネルギーの推進および地球温
暖化対策としての家庭用燃料電池コージェネレーションの
2008 年市場化を目指す方向性が示されたが、40,000 時
間の耐久性を確保する技術に対して各社とも共通的課題の
存在を認識しつつも技術情報交換が進まない状況にあっ
た。特に、実用化の上で課題となる劣化現象に関しては、
PEFC の運転条件が、材料、特性、電池構造に影響を与
えることが予見されてはいたが明確ではなかった。

このような中で 2008 年 PEFC の本格普及を目指すため
の耐久性に関する技術確立の一環として、2004 年 10 月か
ら 3 年 6 ヶ月の NEDO プロジェクト「PEFC スタック劣化
基盤研究」が、スタックシステムメーカー、エネルギー供
給会社、大学と産総研からなる産学官連携コンソーシアム
で開始された。家庭用燃料電池コージェネレーションシステ
ムの中核となる燃料電池の耐久性には 40,000 時間以上が
必要とされていたが、2005 年当時の PEFC の寿命は 1 万
時間程度とされており大幅な耐久性向上技術が必要であっ
た。燃料電池システムメーカーの所有する固有の技術情報
を保持しながら共通する劣化課題を解明するために、各社
ごとの燃料電池に対しての劣化加速手法の開発という目標

家庭用コージェネレーションシステムの電源
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を設定して、劣化現象の解明の研究を進めるスキームでこ
のプロジェクトが実施された。40,000 時間は実時間では 4.6
年程度あるため、短時間で 40,000 時間の耐久性を見通す
技術としての劣化加速試験法の開発は、各社としても意義
があると同時に、劣化加速試験法には科学的説明が必要
であるため劣化要因解明が進められることにもなる。実際
にプロジェクトでは、劣化加速試験方法による 40,000 時
間の寿命確認だけが目的でなく、劣化要因解明も重要な
開発課題であった。

このプロジェクトでは、2008 年の市場化を予想される
燃料電池コージェネレーションシステムの実用的な劣化加
速試験法の技術確立のために、1 年間での加速試験で、
40,000 時間を見通す劣化加速試験法の開発に取り組ん
だ。そのために、エンドユーザーに近いエネルギー供給会
社が主導して、燃料電池コージェネレーションシステムでの
PEFC の劣化に係る課題について、エネルギー供給会社、
燃料電池システムメーカーとラウンドテーブルでの議論を通
して、PEFC の劣化に関する優先課題を抽出して、劣化機
構解明、劣化加速試験法の開発を目指した [1]。

4　劣化機構の検討
4.1　実電池・スタックの劣化要因と劣化加速法

プロジェクト開始時に、参画メンバーそれぞれが保有し
た電池特性の時間変化プロファイルのデータを図 3 に示
す。電池の特性低下による劣化を 4 つのパターンに分けて
検討した。

その中で（c）の加速劣化型のパターンは、定常的運転
下の定出力が継続されるが、屈曲する時期が予測できな
い。屈曲点以降で急速に規格出力が得られない状態とな
るので、このパターンがコージェネレーションシステムに対
してもっとも致命的と判断される。（a）の直線的な性能低

下では、電圧低下率から寿命となる時期の予測が可能であ
る。その時期が 40,000 時間より早ければ、それを抑制す
る必要がある。（d）のパターンについては、電池作製上の
管理およびシステム構成の不具合等に起因する場合が多い
と判断した。これらを踏まえて、各システムメーカーの電池
特性の経時変化データ、発電による電池材料劣化の状況
に関しての情報から判断して、以下の 3 つの要件を備える
ものが当面の最重要課題であり、メカニズム解明も含めて
最優先で取り組むべきものであると考えた。3 つの要件と
は①（c）の劣化加速型のパターンを呈すること、②電池電
圧の低下傾向が飽和せず、40,000 時間の耐久性を考えた
場合にその影響が致命的であること、③現時点で劣化の
評価方法および対策が明確でないものである。図 4 に示
す「耐 CO 被毒性の低下」および「電極でのフラッディング
の進行によるガス拡散性の低下」を当面の実用的な耐久性
向上のための課題として選び出し、メンバー内で共通の認
識とした。

これらの劣化要因を加速する劣化加速試験法として導入
ガス切替試験法を提唱した。これは① PEFC のカソード
（空気極）へ空気と窒素（不活性な雰囲気）を交互に導
入する手法（手法 1）、② PEFC のアノード（燃料極）へ水
素→窒素→空気→窒素→（水素）のサイクルを繰り返す手
法（手法 2）である。両方法ともにカソードを高電位にする
ことでカソード触媒層の担持カーボンの表面が酸化されて
担持カーボンが濡れやすくなり、触媒表面に滞留した水に
よるフラッディングが進行し、電極でのガス拡散性の低下
につながると予測される。ガス切替による劣化加速試験法
の科学的説明のためには、カーボンの腐食挙動についての
材料面と腐食反応機構の解明も重要となる。

また、もう一つの劣化要因である「燃料極での触媒の
耐 CO 被毒性の低下」については、これを加速条件とする
ことも検討されたが、実際のシステムではアノードガス中の
CO 濃度が数 10 ppmレベルで影響が生じることが確認さ
れている。CO 被毒を起こす要因の制御を精度良く実施で
きなければ実用的な劣化加速試験法とすることが困難であ
ると判断し、これを要因としての劣化加速試験法につなげ
ることは適当でないと判断した。これは、むしろ結果とし
て発生する事象であるので、劣化の度合いを判断する際の
指標となる。実際の PEFC のアノード触媒には、CO 被毒
に耐性をもたせるために通常は、被毒しやすい白金（Pt）
触媒に替わって白金とルテニウム（Ru）を合金化した触媒
が使用されている。しかし、この合金触媒でも耐 CO 被
毒性の低下は発生しており、使用されているルテニウムが
長期運転下でアノード触媒から溶出しているためと考えら
れる。また、同時に合金触媒中の白金の挙動も耐久性に係
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時間時間

電
池
電
圧

電
池
電
圧

電
池
電
圧

電
池
電
圧

(d) 突然劣化型

(c) 加速劣化型

(b) 劣化飽和型

（a）直線的劣化型

電池特性プロファイルの低下のパターン

時間に比例して低下するので、予測可能。
低下度合が大きい場合は劣化率の低減が必要。

致命的な劣化

図 3　電池特性の経時変化パターンでの劣化挙動の類型
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る重要な因子となりうる。
4.2　実電池の劣化観察

劣化試験を行った実電池の微細構造をミクロレベルで観
察するために、透過型電子顕微鏡（TEM）を用いて電極
触媒の構造観察を行った。TEM での観察にあたって実際
に劣化試験を行った実電池からTEM 観察可能な試料を
作製することが最初の課題となるが、劣化模擬条件で発
電試験を行った電池を解体し、電解質膜 - 電極触媒接合
体（MEA）についてウルトラミクロトームにより薄片化した
電子顕微鏡試料を作製した。この方法により電極触媒、
電解質膜の構造をある程度保ったまま観察することができ
る。燃料不足、電位変動サイクル、高電位保持等のさまざ
まな条件での劣化試験後の試料について観察を行い [2]-[4]、
TEM 観察による粒子径分布測定から電極触媒粒子の粒子
径が大きくなること、エネルギー分散型Ｘ線分光法（EDS）
でアノード PtRu/C 触媒から Ru が溶出し、PtRu 微粒子
の組成が変化すること [2]、また図 5 に示すように試験条件
に依存して、電解質膜中に電極触媒中の金属粒子が析出
する現象等が観察された。この電解質膜中に析出した粒子
はアノード、カソードに供給するガスの種類や電解質膜の厚
さの影響で、その粒子径分布と析出粒子の空間分布が変
化することがわかった [4]。図 5a、ｂはカソードの電位を1.0 
V に保持し、窒素ガスを供給して膜厚が 50 µm（図 5a）、
175 µm（図 5ｂ）の電解質膜を用いたときのカソード近傍
の TEM 像である。図中の下部が Pt/C 触媒層となってい
る。電解質膜の膜厚が薄い場合は、Pt/C 触媒層近傍に多
く粒子が析出している。カソードに空気を供給した場合（図

5 c、d）は、窒素を供給した場合と比較すると析出粒子が
触媒層から離れた領域まで分布する。このことからアノード
から膜内を透過する水素の膜内での濃度分布が、膜中で
の白金粒子の析出分布に影響を与えているものと考えられ
る。電子顕微鏡による観察では図 5 に示したような µm の
スケールから、数 nm の電極触媒微粒子までの構造評価
が可能であり、PEFC のような実用材料においても微細構
造解析の有用性を示すことができた。近年の電子顕微鏡
技術の進歩はめざましくPt 単原子の観察等も可能であり、
電極触媒の構造についてより詳細なデータが得られるもの
と考えられる。また、電子顕微鏡の空間分解能の向上と共
に、電子エネルギー損失分光法（EELS）の高感度化によ
りカーボンの電子状態を詳細に調べることも可能となってき
ており、カソード触媒のカーボンの劣化状態についても詳
細な情報が得られることが期待される。
4.3　モデルセルでの劣化メカニズムの解明

起動・停止動作が PEFC の劣化を促進するということは
経験的に知られていたが、2005 年に米国の研究者が「逆電
流メカニズム」によって劣化しているという説を提案した [5]。
これは、アノード内に空気が残留している状態で燃料の供
給を開始すると、一つのセル内に、燃料のある領域とまだ
酸素が残っている領域が同時に存在するような過渡状態が
できてしまい、その結果、酸素残存領域で局所的に逆向き
の電流が生じるとともに、カソードの電位が局所的に高電
位となり、電極材料であるカーボンの腐食をもたらすという
ものである。このような現象は、セルを外から観測するだ
けでは測定できないため、我々はこの「逆電流メカニズム」

濡れの進行によるガス拡散性の低下

通常、酸素と水素の反応による生成水は撥水処理した
ガス拡散層（カーボンクロスなど）で反応ガスととも
に電池外に排出される。長時間の発電に伴うガス拡散
層の撥水性の低下により水が滞留し、必要となる酸素
が触媒層へ供給されにくくなる。

耐 CO被毒性の低下

年単位の長時間発電では、白金－ルテニウム合金
のルテニウムと一酸化炭素との活性サイトのブ
ロック、ルテニウムの酸化、白金とルテニウムの
分離が生じ、一酸化炭素耐性が低下する。

炭化水素燃料から生成した水素を用い
ると1 ppm程度の一酸化炭素が混入。

一酸化炭素が、白金の反応活性
サイトに結合して、不活性化する。

現在、白金－ルテニウム合金触媒
を利用して、一酸化炭素への耐性
を持たせているが、この合金でも
劣化は生じている。

アノード電極触媒層

白金微粒子（5-2 nm）炭素粒子
（1-0.1μm）

一酸化炭素
水素

セパレーター

白金微粒子

電解質膜

酸素
ガス拡散層触媒層

H＋

水

カーボンペーパー
カーボンクロスカーボン

ブラック
固体高分子

ガス流路ガス流路

PEFC構造断面イメージ

図 4　スタック劣化のために重点的に取り組むべき二つの課題
プロジェクト参画の企業保有の発電データを基に電池性能低下に係る劣化メカニズムとしての重要な二つの課題を抽出。
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の実証のため、電極を微小な多セグメントに分割した「100
分割セル」（図 6）を作製し、一つのセル内の発電電流分
布、局所電位分布の経時変化を測定できるようにし、何種
類かのガス切り替え過渡状態を作り出して測定を行った。
その結果、「逆電流メカニズム」で想定されているタイプの
過渡状態では、局所的に約 1.6Vという異常な高電位（通
常の運転であれば材料は 1 Vより高い電位にはさらされな
い）が生じていることを実測することに成功した [6]。また、
これ以外のタイプの過渡状態の測定から、我々の提案して
いる劣化加速試験での条件と密接に関連する二つの現象
を見い出した。一つは、アノードガスを窒素から燃料に切り
替えた場合でも「逆電流メカニズム」と同様にカソード劣化
をもたらしうる高電位が生じること、もう一つは、カソード
ガスを窒素から空気に切り替えた際に、1 V 以下の電位領
域内ではあるもののアノードが局所的に高い電位（約 0.7 V
等）になることである。これらはそれぞれ「劣化加速手法2」
と「劣化加速手法 1」で起きている現象を理論的に説明可
能にする研究成果となった。ここで、カソードガス切り替え
実験においてアノード局所電位が例えば 0.7 V に上昇する
現象は、アノード触媒に含まれるルテニウムが溶出するとい
う点で劣化要因であるということは論をまたないが、1 V 以
下であるためカーボン材料に対しては無害であると考えら
れていた。しかし、カーボンの腐食速度に影響を与える因
子を詳細に調べる目的で、ビーカーセルを用いた基礎的試
験を行ったところ、これまでほとんど腐食をもたらさないと
考えられていた 1 V 以下の領域においても、電位の変動が
カーボン腐食の促進要因となることを見い出した [7]。この
知見も併せて考えると、「劣化加速手法 1」での劣化はルテ
ニウム溶出のみならずカーボン腐食も加速されていることが
わかった。

PEFC カソードでは劣化に伴い有効な白金触媒表面積
が減少するが、これは白金の溶解による消失や粒径増大

と、担体カーボンの腐食に伴う脱落や凝集がある。我々は
これらの現象を調べるため、「その場観察」に近い知見が
得られると考えられる「同一場所観察」手法を考案し、モ
デル電極上の白金粒子の脱落・凝集の顕微鏡観察（AFM、
SEM）を行うとともに、白金の存在がカーボン腐食を促進
する現象をとらえた [8][9]。これらの成果は、劣化加速条件
下で起きている劣化現象を正確に把握する上での基礎的な
貢献となったと考えている。

5　劣化加速手法開発から商品化へ
劣化要因としての「電極でのフラッディングの進行による

ガス拡散性の低下」を加速的に進行させて劣化を加速する
試験方法として、二つのガス切替法を提案した。カソード
での水の滞留によるフラッディングの現象は、触媒担持カー
ボン表面での親水性官能基の生成によると予想された。そ
の親水基の生成には開放電圧である1V 程度を放置してお
いてもカーボンの酸化を大きく促進させることはないが、カ
ソードガスやアノードガスの切替での電位変動を起こすこと
で、そのような官能基の生成をもたらすことが示唆された。
また、ガス切替の条件によっては 1.6 V 程度の高電位も発
生することがモデル電池の実験から確認され、これらのガ
ス切替法による劣化加速手法の合理性が説明される。触
媒層のガス拡散性の低下は、触媒担持カーボンの電気化
学的反応に起因すると考えられた。アノードにおけるルテニ
ウムの溶出現象はモデル電池の発電後の電解質膜や電極
触媒層等の分析・観察からも確認できた。これらの挙動が、
白金−ルテニウム合金触媒の耐 CO 被毒性を時間とともに
低下させていると考えられる。アノードガス切替条件では、
アノードの電位上昇が確認された。この加速条件は、定常
発電条件では起こりえないと考えられていたが、局部的な
ガス組成の分布が電位上昇を引き起こすことから、アノード
触媒のルテニウムの溶出を加速していると考えられた。

500 nm Pt/C

50 μｍ N2 87h 175 μｍ N2 87h 175 μｍ Air 30h 175 μｍ Air 87h

図 5　電位保持による劣化試験を行った後のPt/C電極触媒層
と電解質膜界面付近の電子顕微鏡像

（a）50 µm の電解質膜を使用し、カソードに窒素を供給し 87 時間 1.0 
V で保持。（b）175 µm の電解質膜を使用し、カソードに窒素を供
給し 87 時間 1.0 V で保持。（c）175 µm の電解質膜を使用し、カソー
ドに空気を供給し 30 時間 1.0 V で保持。（d）175 µm の電解質膜
を使用し、カソードに空気を供給し 87 時間 1.0 V で保持。

図 6　部分電流・局所電位測定用に作製した「100 分割セル」
の分割電極部外観
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家庭用 PEFC コージェネレーションシステムの燃料電池
は 1 kW 程度の燃料電池を発電源としている。この燃料電
池にガス切替法による劣化加速試験を適用して、その耐久
性が評価された。その結果、それぞれの燃料電池システム
メーカーの燃料電池に関して、カソードガス切替法では加
速倍率 7 倍程度が得られるとともに、アノードガス切替法
では 100 倍程度の加速効果を確認できた。このプロジェク
トにより、家庭用 PEFC コージェネレーションシステムを製
造するそれぞれのメーカーが、この劣化加速試験法での試
験から 40,000 時間の耐久性を確認でき、市場化の道筋が
つけられた。エネルギー供給会社、燃料電池システムメー
カーは、家庭用 PEFC コージェネレーションシステムの普
及を図るため、このシステム商品機にエネルギーとファーム
= 農場を合わせてエネファームとの統一名称を与えた。エ
ネファームは 2009 年 5 月に市場化されて、表 1 に示すよう
な普及が進んでいる。

6　おわりに
次世代技術としての燃料電池の研究を進めてきた

筆 者らには、 常に次 世 代 の 技 術と言 われていた 燃
料電 池 がエネファームとして商品 化されたことは、
これまで研究を継続してきた者として喜ばしいことである。
次世代技術であった燃料電池が商品化できた要因として、
エコ志向の社会状況での家庭用コージェネレーション市場
が形成しつつある初期段階であること、この市場内でまず
導入されたガスエンジン技術に比較して燃料電池の発電効
率が高いことに優位性があったことであろう。家庭内での
エネルギー利用における電主熱従の傾向が高まっているの
で、発電効率の高さは電気を主とする電気と熱のバランス
からも適用性が高く、商品としてみてガスエンジンコージェ
ネレーションとの差別化が可能であった。また二酸化炭素
削減対策ならびに災害対策で省エネルギーへの関心が、
家庭用コージェネレーションの市場形成を加速した面もあ
る。さらにエネファームの商品化には産学官連携のプロジェ
クトによる技術開発も重要であった。これまで市場化が近
い製品に関して、メーカーとしては固有情報の共有化の基
に技術開発を進めるというインセンティブは大きくない。今
回の場合、家庭用コージェネレーション市場という新たな

市場形成を目指し、エネルギー供給会社が参画した垂直
連携であり、産総研も参画して固有の技術情報の配分が
管理され、開発された情報の共有化が進み、研究開発に
対してのリスク低減等の好ましいインセンティブが働いたと
考えている。

現在では補助金によりエネファームの普及が拡がっている
が自立して普及するためには、さらなる低コスト化、信頼性
や耐久性の向上が望まれる。そのためには、燃料電池シス
テムメーカーでの家庭用コージェネレーションシステムの設計
面からの対応と同時に、PEFC 本体の性能および耐久性の
向上や低コスト化技術の対応も図ることが必要である。産
総研としての可能な限りの貢献を果たしたいと考えている。
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1984 年工業技術院大阪工業技術試験所入

所。2001 年生活環境系特別研究体系長。2004
年ユビキタスエネルギー研究部門研究部門長。
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査読者との議論
議論1　“製品”と“商品”の違い
質問（五十嵐 一男：国立高等専門学校機構）

本文中で“製品”と“商品”の二つを使っていますが、これらを立
て分けて使っているように思われる箇所と、そうでない場合があるよ
うに見受けらます。この論文では、立て分けることが重要と考えます
ので検討をお願いします。

回答（谷本 一美）
この論文では“製品”は、燃料電池コジェネシステム、燃料電池自

動車等、燃料電池を組み込んだもの、“商品”とは市場化されたもの
で、現時点では家庭用コージェネレーションシステムの「エネファーム」
としております。“製品”が市場化される際に性能、耐久性等の機能
にコストを加えて一般に受け入れられるものが“商品”となると考えて
います。

ご指摘のように「6. おわりに」の章で 2 箇所、この基準で入替わっ
た箇所がありましたので、本文のように修正しました。

議論2　溶融炭酸塩形燃料電池
質問（五十嵐 一男）　

2. の第 2 段落において「・・・・、あるいは製品のもつ特徴等か
ら試行の可能性があった。」とありますが、この試行とは何を意味し
ているのでしょうか。

回答（谷本 一美）
分散型燃料電池発電の一つである溶融炭酸塩形燃料電池につい

て述べたものです。現在、日本では、米国の FCE 社で開発された
技術を丸紅（株）が分散型発電システムとして市場化を試み、日本
燃料電池発電㈱を設置し、いくつかの導入実証試験を行いました
が、その発電機も終了して日本では行われていません。この技術開
発に 20 年間携わったものとして、残念でなりません。他の燃料電池
に比べて優れた性能を有していると思っております。海外では実証導
入が進められており、市場化へ向けたプロセスの面で検討され、こ
の技術の再開の可能性を信じ、このような記述にしております。

議論3　固体高分子形燃料電池の劣化パターン
質問（五十嵐 一男）

4.1 の第 1 段落において「（c）の劣化加速型のパターンがコージェネ
レーションシステムに対してもっとも致命的と判断される」とあります
が、何故そのように判断されるのか、もう少し詳細に記載されては如
何でしょうか。

回答（谷本 一美）
メーカーおよびエネルギー供給会社の経験データに基づいていま

す。コージェネレーションシステムでのシステム制御の柔軟性、適合
性については、個別のシステム設計が異なっているようです。ダメー
ジの度合い等で判断しているようです。

議論4　燃料電池の実用化に向けてのシナリオ
質問（村山 宣光：産業技術総合研究所先進製造プロセス研究部門）
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2. 燃料電池の実用化に向けての章の第 2 段落目の冒頭「燃料電池
技術では、・・技術課題のハードルを下げつつ・・・」と記載されて
いますが、具体的にはどのような技術課題をどのように下げたのでしょ
うか。

回答（谷本 一美）
燃料電池は、かつては分散型電源を目標として導入され大型化す

ることも技術課題とされていました。結果として、この大型化に伴う
コスト高も派生しています。部材の大型化は、新たなプロセッシング
開発の課題も伴います。小型電池であれば、製造技術もラボレベル
からの延長にあることからハードルがいくらか下がるとの意味で用い
ております。

議論5　固体高分子形燃料電池の劣化機構
質問（村山 宣光）

導入ガス切替試験法によって、「電極でのフラッディングの進行によ
るガス拡散性の低下」と「耐 CO 被毒性の低下」が加速されると整
理した方が、素直ではないでしょうか。この整理を前提にすると、4.1
実電池・スタックの劣化要因と劣化加速法の 3 段落目では、導入ガ
ス切替試験法によって耐 CO 被毒性が低下する機構を説明されたほ
うがよいと思います。

回答（谷本 一美）
プロジェクトでは二つの劣化要因を選定して進めましたが、本文中

でも記しているように「耐 CO 被毒性の低下」を加速させる要因を充
分に制御することができませんでした。ご指摘のように論文の流れと
して二つの因子を挙げたのであれば、それに続くように論理展開をす
べきとは思いますが、この論文が研究手法の取組みおよびプロセス
等を示すとの観点に立って、このようにしております。また、「耐 CO
被毒性の低下」を受けて劣化加速法として具体的に、燃料中の CO
含有量を調整し、劣化度合いを変化させることが考えられましたが、
数千時間内では、期待した結果になりませんでしたのでこの論文の表
記となっています。

議論6　固体高分子形燃料電池の劣化加速試験の標準化
質問（村山 宣光）

導入ガス切替試験法は、標準化されているのでしょうか。

回答（谷本 一美）
実際の加速試験になるには、開発された劣化加速手法を標準条件

での試験と比較して加速係数を求めることが必要になると思われま
す。実時間の試験数が多くありませんので、今後劣化加速法での試
験も含めて充分なデータを収集する必要があると思われます。




